
 

国立大学法人等施設の長寿命化に向けたライフサイクルの最適化に関する検討会について 
 

平成２９年１１月１日 
文教施設企画部長決定 

 
１．趣旨 
国立大学法人等は，社会変革のエンジンとして知の創出機能を最大化するため，学

問の進展やイノベーション創出などに最大限貢献できる組織へ自ら転換するととも

に，経営的視点で大学運営を行い経営力を強化することが求められている。 

 

一方，国立大学法人等施設は，既存施設を有効活用しながら施設の長寿命化により

トータルコストの縮減等が求められているが，老朽化が進行し安全面，機能面，経営

面で大きな課題を抱えている。 

 

このことから，適切に施設の長寿命化を図ることにより，教育研究機能の向上と経

営基盤の強化を図るため，施設の長寿命化に向けたライフサイクルの基本的な考え方

や具体的な方策に関する検討を行う。 

 
２．検討内容 
（１）施設の長寿命化に向けたライフサイクルの在り方 
（２）施設の長寿命化のための具体的な方策や留意事項 
（３）その他 
 
３．実施方法 
 別紙の学識経験者等の協力を得て，２．に掲げる事項について検討する。なお，必

要に応じて，ワーキンググループを設置するとともに，その他の関係者の協力を求め

る。 
 
４．実施期間 
 平成２９年１１月１日から平成３１年３月３１日までとする。 
 
５．その他 
 本検討会に関する庶務は，関係各課の協力を得て，大臣官房文教施設企画部参事官

付において行う。 
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検討事項 １．施設の長寿命化に向けたライフサイクルの在り方

大学保有資産の魅力向上・一層の有効活用が求められるなか、これまで示してきた大学等施設の戦略的な施設マネジ

メントの考え方を踏まえ、計画的な老朽化対策の重要性を示すとともに、長寿命化に向けたライフサイクルの基本的な

考え方について検討

２．長寿命化に向けた維持管理の具体的な方策や留意事項
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教育研究施設としての機能を確保しながら、各大学が実情に応じて改修や修繕等を実施するための具体的な方策や

留意事項について検討 （例）施設の部位・部材の期待耐用年数やライフサイクルコスト、優先順位の考え方、コスト縮減策など

背景 ・大学等施設については、施設整備をめぐる財政状況が厳しい中、戦略的な施設マネジメントと併せた老朽化対策により、

既存施設の活用を基本としながら、教育研究施設としての機能強化・魅力向上を目指すことが求められている

・既存施設の活用にあたっては、従来のライフサイクルから長寿命化に適したライフサイクルへの転換と、それに適した

改修や修繕等を計画的に実行するなど、施設にかかるトータルコストの縮減や平準化を図ることが必要

≪参考：ライフサイクルの転換イメージ≫

インフラ長寿命化基本計画

中長期的なトータルコストの縮減や予算の平準化

科学技術イノベーション総合戦略2017

戦略的な施設マネジメントと併せた老朽化対策により、
大学等の保有資産の魅力向上

未来投資戦略2017

大学保有資産の魅力向上・一層の有効活用に向け、
施設の戦略的なリノベーションを行う

国立大学経営力戦略

確かなコスト意識と人・物・予算・施設利用等についての
戦略的な資源配分構想を前提とした経営的視点が必要

関連する
国の計画等


